
（平成２４年１１月７日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 7 件

厚生年金関係 7 件

年金記録確認栃木地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



                      

  

栃木厚生年金 事案 1892 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者の資格喪失日は、平成 11 年７

月１日であると認められることから、申立期間の資格喪失日に係る記録を訂

正することが必要である。 

なお、平成 11 年６月の標準報酬月額については、17 万円とすることが妥

当である。 

   

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 51年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 11年６月 30日から同年７月１日まで 

    ねんきん定期便を確認したところ、Ａ社における厚生年金保険被保険者

資格喪失日は平成 11 年６月 30 日となっていたが、解雇予告通知書の解雇

年月日は同年６月 30 日であり、同年６月分の給与支給明細書で厚生年金保

険料が控除されているので、資格喪失日を同年７月１日に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間について、雇用保険の加入記録及び複数の元同僚の証言により、

申立人は、Ａ社において、継続して勤務していたことが推認できる。 

また、申立人の所持する給与明細書によると、平成 11 年６月分の厚生年金

保険料が控除されていることが確認できる。 

一方、オンライン記録によると、申立人のＡ社における厚生年金保険の被

保険者資格喪失日については、当該事業所が適用事業所でなくなった日（平

成 11年６月 30日）以降の平成 11年７月８日付けで、当初の被保険者資格の

喪失日（同年７月１日）の記録が取り消され、同年６月 30 日に遡って喪失し

た記録とされており、元同僚５人についても同様の処理が行われていること

が確認できる。 

また、Ａ社の商業登記簿謄本によると、当該事業所は申立期間当時、法人

事業所であり､雇用保険の加入記録により複数の従業員が在籍していたと推認

でき、厚生年金保険法に定める適用事業所の要件を満たしていたと認められ

ることから、当該適用事業所でなくなったとする処理を行う合理的な理由は

見当たらない。 



                      

  

これらを総合的に判断すると、申立人について平成 11 年６月 30 日に資格

を喪失した旨の処理を行う合理的理由は無く、当該喪失処理に係る記録は有

効なものとは認められないことから、申立人の資格喪失日は、訂正前の記録

どおり、同年７月１日であると認められる。 

なお、平成 11 年６月の標準報酬月額については、事業主が社会保険事務所

（当時）に当初届け出た記録から、17万円とすることが妥当である。  



                      

  

栃木厚生年金 事案 1893 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は､申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたと認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資格取

得日に係る記録を昭和 40 年 10 月 22 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額

を３万 3,000円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 40年 10月 22日から同年 12月１日まで 

     Ｃ社の本社に入社後、すぐに同社Ｄ支店に異動となり、Ｅ課で仕事をし

ていた。途中、退職をすることもなかったので、申立期間を厚生年金保険

の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

複数の同僚の証言から判断すると、申立人は、申立てに係るグループ会社

に継続して勤務し（Ｃ社からＡ社へ異動）、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認められる。 

なお、異動日について、オンライン記録によれば、申立人と同様に､昭和

40 年 10 月 22 日にＣ社で被保険者資格を喪失し、同年 12 月１日にＡ社で被

保険者資格を取得した同僚が９人確認できるところ、このうち複数の同僚は、

「Ｃ社の本社に入社後、すぐに同社Ｄ支店に異動した。」と述べていること

を踏まえると､申立人のＡ社における資格取得日を、Ｃ社における資格喪失日

と同日の同年 10月 22日とすることが妥当である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 40

年 12 月の社会保険事務所（当時）の記録から、３万 3,000 円とすることが妥

当である。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、事業主は不明としており、このほかに確認できる関連資料

及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 



                      

  

また、政府の当該保険料を徴収する権限が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に対

して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見

当たらないことから、行ったとは認められない。 



                      

  

栃木厚生年金 事案 1894 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は､申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたと認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資格取

得日に係る記録を昭和 40 年 10 月 22 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額

を３万 3,000円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 12年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 40年 10月 22日から同年 12月１日まで 

     Ｃ社の本社に入社し、同社Ｄ支店で勤務していた。途中、退職をするこ

とはなかったので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めて

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

複数の同僚の証言から判断すると、申立人は、申立てに係るグループ会社

に継続して勤務し（Ｃ社からＡ社へ異動）、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認められる。 

なお、異動日について、オンライン記録によれば、申立人と同様に､昭和

40 年 10 月 22 日にＣ社で被保険者資格を喪失し、同年 12 月１日にＡ社で被

保険者資格を取得した同僚が９人確認できるところ、このうち複数の同僚は、

「Ｃ社の本社に入社後、すぐに同社Ｄ支店に異動した。」と述べていること

を踏まえると､申立人のＡ社における資格取得日を、Ｃ社における資格喪失日

と同日の同年 10月 22日とすることが妥当である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 40

年 12 月の社会保険事務所（当時）の記録から、３万 3,000 円とすることが妥

当である。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、事業主は不明としており、このほかに確認できる関連資料

及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 



                      

  

また、政府の当該保険料を徴収する権限が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に対

して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見

当たらないことから、行ったとは認められない。 



                      

  

栃木厚生年金 事案 1895 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は､申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたと認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資格取

得日に係る記録を昭和 40 年 10 月 22 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額

を３万 3,000円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 40年 10月 22日から同年 12月１日まで 

     Ｃ社への入社時から、同社Ｄ支店で勤務をしていた。途中、退職をする

ことはなかったので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

複数の同僚の証言から判断すると、申立人は、申立てに係るグループ会社

に継続して勤務し（Ｃ社からＡ社へ異動）、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認められる。 

なお、異動日について、オンライン記録によれば、申立人と同様に､昭和

40 年 10 月 22 日にＣ社で被保険者資格を喪失し、同年 12 月１日にＡ社で被

保険者資格を取得した同僚が９人確認できるところ、このうち複数の同僚は、

「Ｃ社の本社に入社後、すぐに同社Ｄ支店に異動した。」と述べていること

を踏まえると､申立人のＡ社における資格取得日を、Ｃ社における資格喪失日

と同日の同年 10月 22日とすることが妥当である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 40

年 12 月の社会保険事務所（当時）の記録から、３万 3,000 円とすることが妥

当である。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、事業主は不明としており、このほかに確認できる関連資料

及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 



                      

  

また、政府の当該保険料を徴収する権限が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に対

して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見

当たらないことから、行ったとは認められない。 



                      

  

栃木厚生年金 事案 1896 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は､申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたと認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資格取

得日に係る記録を昭和 40 年 10 月 22 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額

を３万円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 40年 10月 22日から同年 12月１日まで 

     Ｃ社の本社に入社後、すぐに同社Ｄ支店に異動となり、Ｅ課で仕事をし

ていた。途中、退職をすることはなかったので、申立期間を厚生年金保険

の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

複数の同僚の証言から判断すると、申立人は、申立てに係るグループ会社

に継続して勤務し（Ｃ社からＡ社へ異動）、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認められる。 

なお、異動日について、オンライン記録によれば、申立人と同様に､昭和

40 年 10 月 22 日にＣ社で被保険者資格を喪失し、同年 12 月１日にＡ社で被

保険者資格を取得した同僚が９人確認できるところ、このうち複数の同僚は、

「Ｃ社の本社に入社後、すぐに同社Ｄ支店に異動した。」と述べていること

を踏まえると､申立人のＡ社における資格取得日を、Ｃ社における資格喪失日

と同日の同年 10月 22日とすることが妥当である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 40

年 12 月の社会保険事務所（当時）の記録から、３万円とすることが妥当であ

る。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、事業主は不明としており、このほかに確認できる関連資料

及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 



                      

  

また、政府の当該保険料を徴収する権限が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に対

して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見

当たらないことから、行ったとは認められない。 



                      

  

栃木厚生年金 事案 1897 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたと認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資格喪

失日に係る記録を昭和 40 年 10 月１日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を

１万 6,000円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 40年９月１日から同年 10月１日まで            

    昭和 40 年４月、Ａ社に入社し、41 年３月に退社するまで、Ｃ業務の仕

事に従事していた。申立期間は、会社が分社化した時期であったが、勤務

地や仕事の内容も変わらず継続して勤務していたので、１か月間厚生年金

保険の被保険者期間が欠落しているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

複数の同僚の証言から、申立人は、Ａ社及びその関連会社であるＤ社に継

続して勤務し（昭和 40 年 10 月１日にＡ社からＤ社に異動）、申立期間に係

る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 40

年８月の事業所別被保険者名簿の記録から、１万 6,000 円とすることが妥当

である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、保険料を納付したか否かは不明としているが、申立人と同

時期にＡ社からＤ社に異動した同僚数十人に同様な被保険者期間の欠落がみ

られることから、事業主の届出誤りが推認され、その結果、社会保険事務所

（当時）は、申立人に係る昭和 40 年９月の保険料について納入の告知を行っ

ておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付され

るべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主

は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

栃木厚生年金 事案 1898 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたと認められることから、申立人のＡ社Ｂ工場における資格取得日に係る

記録を昭和 44 年３月 31 日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を６万円とす

ることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和３年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44年３月 31日から同年４月１日まで 

    昭和 44 年４月頃、Ａ社Ｃ工場からＢ工場へ転勤したが、同年３月の厚生

年金保険の被保険者記録が欠落していることが分かった。同一企業に継続

して勤務していたので、申立期間について被保険者として認めてもらいた

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録、人事異動記録及び事業主の証言等から判断すると、

申立人は、申立期間においてＡ社に継続して勤務し（昭和 44 年３月 31 日に

Ａ社Ｃ工場から同社Ｂ工場に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人に係るＡ社Ｂ工場にお

ける昭和 44年４月のオンライン記録から、６万円とすることが妥当である。 

なお、Ａ社Ｂ工場の事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行し

たか否かについては、事業主が保管する厚生年金保険被保険者資格取得確認

通知書において、申立人の資格取得日が昭和 44 年４月１日と記録されている

ことから、事業主が同日を申立人の資格取得日として届け、その結果、社会

保険事務所（当時）は、申立人に係る同年３月の保険料について納入の告知

を行っておらず、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 


